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�．序

これまでの環境経済学に関する多くの文献１）では生物多様性，独自の生態系・景観等はレクリ

エーションとして「利用価値」だけなく，それらを利用せずとも認める価値である「非利用価値」

も有すると述べられている。この自然環境が持ちうる利用価値と非利用価値を分けて考えることは

自然環境保全政策の評価を行う際に非常に重要であると考えられる。一般に利用価値はサイト利用

者だけが享受する一方で，非利用価値はサイトの訪問・利用の有無に変わらず多くの人に認知され

る。そのため利用価値と非利用価値では，その便益が波及する範囲が異なる可能性がある。そのた

め非利用価値を持ちうる自然環境の環境質を変化させる政策の評価（費用便益分析）を行う際に

は，この２種類の価値の違いに留意することが必要となるであろう。

これまで自然環境の持つ価値やその保全便益を評価するために様々な環境評価手法が開発・実施

されてきた。それら手法は，仮想的な意志表示データである「表明選好データ」を用いる仮想評価

法（CVM）や選択型実験（コンジョイント分析）などの表明選好法と，個人の実際の行動データ

である「顕示選好データ」を用いる旅行費用法などの顕示選好法に二分することできる。さらにこ

れらの環境評価研究の文脈においては，非利用価値の評価するためには顕示選好法は用いることが

できず，表明選好法の適用が必要であると考えられてきた。これはMäler（１９７４）によって顕示選

好法により環境評価を行う場合は「弱補完性」という仮定を導入する必要が示され，その仮定のも

とでは非利用価値の存在は否定されるためである。しかし近年では Phaneuf et al.（２０００）によっ

てクーンタッカーモデル（KT）と呼ばれる明確なミクロ経済学的背景を持つ顕示選好手法が環境

評価の分野に提示された。この KT は日本でも適用事例が増えつつあり，日本の自然公園にこの手

法を適用した研究として Suwa（２００８）や柘植 et al.（２０１１）などを挙げることができる。しかし一

般に自然公園の自然環境は希少な生態系，独自の景観を持つことから非利用価値の存在が十分に予

想される。

このような研究動向を踏まえ，本研究では表明選好法である CVM を用いて自然公園が持つ非利

用価値の有無を検証することを試みた。本研究では北海道東部の知床国立公園を研究対象とし，知

床国立公園の仮想的な保全政策に関する CVM 調査を行った。この調査では北海道東部地域の一般

市民に知床国立公園へのレクリエーション目的での立入が禁止された状況下で，公園内の自然環境

を保全する政策に対して，どの程度の支払意志額を表明するかをたずねた。これらの調査結果か

ら，この地域の住民は知床国立公園の訪問が不可能な状況下でも，その公園内の自然環境保全に価

値を認めていることが示された。このことは自然公園での弱補完性の不成立と非利用価値の存在の

１）たとえば Turner et al.（１９９３）chapter 8，Freeman III（２００３）chapter 5等。
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注：Mäler（１９７４）Chapter５Figure９参照。

図１

正当化を意味している。しかし KT を含む顕示選好法では，弱補完性の仮定から自然公園内の自然

環境の非利用価値を評価することが難しいのが現状である。そのため今後の自然公園等のレクリ

エーション・サイトの環境評価研究では，CVM 等の表明選好法を援用することにより KT 等の最

新の顕示選好手法で自然環境が持つ非利用価値を把握していくことが重要であるといえよう。

次節以降の構成は次の通りである。次節ではこれまでの弱補完性に関する先行研究のレビューを

示す。�節では本研究の調査対象地域である北海道東部の自然公園の概要を示し，本研究で実施し

たアンケート調査の詳細とその調査に含まれる CVM 調査の概要を示す。�節では本研究で用いる

CVM 調査の推定方法と推定結果，さらに支払意志額の計測結果が示される。最後に�節において

本研究より得られた結論と今後の研究の展望を簡潔に述べる。

�．文献のレビュー

環境経済学の多くの文献では自然環境は利用価値だけでなく非利用価値を持つことが言及されて

いる。ここでいう非利用価値とは，レクリエーション等で利用しないにも関わらずその自然環境に

対して認める価値のことである。また環境評価手法は顕示選好法と表明選好法に大別することがで

きる。Mäler（１９７４）はこの顕示選好法である旅行費用法において，補償需要曲線のシフトによっ

て環境質変化の厚生測度（補償余剰，等価余剰）を計測するためには旅行回数と環境質の間に「弱

補完性」が成立しなくてはならないことを示した。この弱補完性とは２点で構成される。

弱補完性

１，訪問需要はその需要が０となる Choke Price を持つ。

２，訪問需要が０の場合はその訪問先の環境質の変化は効用に影響を与えない。

この弱補完性の２点目は，分析対象とする環境質は非利用価値を持たないということを意味してい

る。

顕示選好法のおいて，この弱補完性の仮定が必要となる理由は図１で示される。図１の中で hは

経 済 学 研 究24498（ ） ６３－２
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補償（ヒックスの）需要関数，iは個人を表すインデックス，pは旅行費用，qは訪問先の環境

質，vは間接効用関数，yは所得を表す。

いま環境質が q0 から q1 に改善したとする。この改善によって生じる補償余剰を旅行費用法に

よって計測するためには，図 1の中に濃色で示された面積が補償余剰と一致しなくてはいけな

い。そのためには「弱補完性」の仮定が必要となるのである２）。これが顕示選好法で弱補完性の仮

定が必要となる理由である。

一方，Larson（１９９２）は補償需要関数が環境質変化に影響を受けないというヒックス中立性を

仮定することにより，顕示選好法からも非利用価値を含む総価値を計測できることを示した。しか

し Flores（１９９６）はこの Larson のアプローチと弱補完性アプローチの同一性を示し，顕示選好法

による価値評価に非利用価値を含めることが困難であることを示した。

一方，近年では Phaneuf et al.（２０００）によってクーンタッカーモデル（KT）と呼ばれる斬新な

分析手法が環境評価の分野に提示された。この手法では個人の行動は，予算制約とサイト訪問回数

の非負制約を伴う下記の効用最大化問題にしたがうと仮定する。

ここで jはレクリエーション・サイトを表すインデックス，qj はサイト環境質ベクトル，Xij はサイ

ト訪問回数，Zi はサイト訪問以外の消費支出，Yi は所得，pij はサイト訪問費用，δと θj はパラメー

タ，M はサイトの数，εij は誤差項である。

この KT では各サイトの訪問回数データ Xij（顕示選好データ）を観測し，Xij が０の場合は効用

最大化の端点解が実現し，Xij が正の場合は内点解が実現したと仮定することにより，効用関数の

選好パラメータの δと θj を推定していく。これらの推定結果をもとに，qj や pij が変化した場合の

厚生測度（補償余剰，等価余剰）を計測することができる。このように KT は非常に明確なミクロ

経済学的バックグランドを持つといえる。

この手法のもう一つの特筆すべき点としては，Phaneuf et al.（２０００）が言及しているように，上

述の効用関数のもとでは θj が１以上である場合は Xij が 0であって qj の変化が効用水準に影響を与

えうる点である。このことは，個人 iはサイト jを訪問しなくてもそのサイトの環境質が改善され

ることに価値を認めていることを意味している。これは顕示選好法である KT は弱補完性を前提と

せず，環境質改善の非利用価値を導出できる可能性を示唆している。

しかし一方で，Herriges et al.（２００４）は θj の大きさに拘わらず常に弱補完性を満たす（非利用

価値が生じない）次の効用関数を提示した。

この効用関数と Phaneuf et al.（２０００）で用いたられた弱補完性を満たさない（非利用価値が生

じうる）効用関数は同一の需要関数を持つため，KT において両者は同一の推定結果をもたらす。

２）弱補完性の数学的解説やヒックス中立性アプローチの解説は柘植（２０１１）に詳しい。

２０１４．１ 自然環境の非利用価値推定と今後の研究展望 諏訪 24599（ ）
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そのためどちらの効用関数が望ましいかを統計的に検定することはできない。この例証によって，

顕示選好データからだけでは KT によって環境質改善の非利用価値を頑健に導出することが困難で

あることが示された。

一方，Eom and Larson（２００６）は顕示選好法と表明選好法を結合させる新しい環境評価手法を

提示した。この研究では単一サイトの旅行費用法と CVM を結合させることにより，弱補完性の成

否を統計的に検定する手法を提示した。この研究は今後の KT を自然公園等の非利用価値の存在が

疑われるサイトの適用する際に重要な指針を与えているといえる。Herriges et al.（２００４）が提示

した問題点を克服し，単一サイトではなく複数サイトの分析が可能な顕示選好法である KT によっ

て自然環境の非利用価値を導出するために，この研究と同様に CVM 等の表明選好法を援用するこ

とが重要になるであろう。

�．フィールド・サイトとデータ

本研究では北海道東部の十勝，オホーツク，釧路，根室管内３）の自然公園に着目する。この地域

には図 2が示すように大雪山国立公園，釧路湿原国立公園，阿寒国立公園，知床国立公園と日高

山脈襟裳国定公園，網走国定公園と，厚岸道立自然公園と野付風蓮道立自然公園，斜里岳道立自然

公園等の多くの自然公園が存在する４）。この地域を本研究のフィールド・サイトに選定した理由

は，この地域の北海道の他の地域とは日高山脈，大雪山系によって，さらに北海道外とは海によっ

て地理的に隔絶されているからである。この地域の住民は自然公園を訪問する際は地域内の自然公

園のみを主要な訪問選択肢としている可能性が高いと考えらえる。またこの地域は２００５年に UN-

ESCO により「世界自然遺産」に登録された知床や日本で最も広い面積を持つ国立公園である大雪

山国立公園を含む等，全国的にも豊な自然環境が現存している地域である。これらの理由から本研

３）本研究での北海道の十勝，オホーツク，釧路，根室管内を「道東」と呼称する。
４）この地域には天塩岳道立自然公園も存在するが当自然公園は対象地域からアクセスが困難なため本研究の

分析対象に含めていない。

図２ 道東の自然公園の一部

経 済 学 研 究246100（ ） ６３－２
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変数（単位） 平均 標準偏差

性別（ダミー） ０．５１７９２

年齢 ４５．６１４ １０．９０３

子供の有無（ダミー） ０．３６０９４

世帯人数 ２．８９４９ １．３７０７

週労働時間（h） ２９．０４８ ２３．７４５

年間休暇日数 １１３．６２ ７１．０２０

年間可処分所得（千円） ４，５０４ ３，３６３

知床までの距離（km） １８０．２８ ３４０１２

知床の年間訪問回数 ０．３４８５８ １．３８６７

サンプル数 ８０９

表１ 回答者の個人属性

究ではこの道東の自然公園を研究対象フィールドに選定し，この地域の住民に対して後述のアン

ケート調査を実施した。

�．１ アンケート調査

本研究では２０１３年３月に株式会社インテージ・リサーチに依頼し，インターネットよるアン

ケート調査を実施した。この調査では道東（十勝，オホーツク，釧路，根室管内）に居住するモニ

ター（一般市民）に対して，地域内の自然公園に関するアンケート調査を行った。このアンケート

での回答者数は８２２サンプルであり，回収率（有効回答数／依頼数）は７２．２％ であった。この８２２

サンプルから必要不可欠なデータが欠損しているサンプルを除外し，残りの８０９サンプルを本研究

の分析に採用した。

このアンケート調査では回答者の個人属性データの収集を行った。それらのデータには居住地

（郵便番号），性別，年齢，世帯人数，年間休暇日数，週労働時間等が含まれる。アンケート調査

では回答の簡易性，回答への抵抗感の減少を図るため，所得，年間休暇日数，週労働時間は，階

級５）を選択する形式とした。またこのアンケートでは知床国立公園をはじめとする北海道東部の自

然公園への２０１２年１年間の訪問回数データを収集した。さらに各回答者の居住地データから道東

の自然公園までの道路上での距離６）を計測した。これらの個人属性の記述統計は表１に示されてい

る。

�．２ CVM調査

アンケートでは調査対象地域内の知床国立公園７）に関して，公園内の自然環境保全に関する政策

に関する意識をアンケート回答者に問う仮想評価法（CVM）調査も同時に実施した。

日本の自然公園は国立公園，国定公園，都道府県立自然公園の３種類に分類することができる。

また自然公園内は人為的な活動（動植物の採取，建築物の構築等）が規制される「特別地域」とそ

の規制が弱い「普通地域」に分類される。さらに国立公園と国定公園の「特別地域」の中には，最

５）例えば，年間可処分所得では５０万区切りの階級データを設定し，各階級の中央値を階級値とした。
６）この距離計測には地理情報ソフト「電子地図 Z Professional７」のルート探索機能（推奨道路）が用いら

れた。
７）本研究でのアンケート調査で立公園だけでなく阿寒国立公園と大雪山国立公園に関しても同様の CVM調査

を実施している。しかし本研究では独自の生態系から世界自然遺産に指定され，一定程度の非利用価値の
存在が想定される知床国立公園を CVM調査での分析対象に選定した。

２０１４．１ 自然環境の非利用価値推定と今後の研究展望 諏訪 247101（ ）
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面積 特別保護地区面積割合 特別地区面積割合 普通地区面積割合

３８，６３６ha ６０．９% １００．０% ０．０%

表２ 知床国立公園の属性

出典：環境省自然環境局（２０１３）。

提示パターン 下方提示額（千円／年） 初回提示額（千円／年） 上方提示額（千円／年） 人数

『仮想的政策』に反対 ３０７

１ １，０００ ２，０００ ５，０００ １７５

２ ２，０００ ５，０００ １０，０００ １５７

３ ５，０００ １０，０００ ２０，０００ １７０

サンプル数 ８０９

表３ 提示額

も強く人為的な活動が規制される『特別保護地区割合』を設定することができる。表２には知床国

立公園の「特別保護地区」，「特別地域」，「普通地域」が示されている。

本研究の CVM 調査ではこの知床国立公園を対象として次の２つの政策で構成される『仮想的政

策』を回答者に提示した。

『仮想的政策』

１，知床国立公園には今後５０年間レクリエーション目的で立ち入ることができない。

２，知床国立公園の特別地域がすべて『特別保護地区』に指定される。

これにより知床国立公園内の特別保護地区面積割合が６０．９％ から１００％ にまで拡充される。

この『仮想的政策』によって知床国立公園でのレクリエーション機会が失われる一方で，知床国立

公園内の自然環境がより一層保全されることを意味する。この政策に対する一般市民の支払意志額

（Willingness to Pay（WTP））は下記のように２種類の価値変化の合計によって構成されると考える

ことができる。

本研究での CVM 調査では，回答者に対して最初にこの『仮想的政策』自体に対する賛否を尋ね

た。さらに賛成した回答者に対してのみ，『仮想的政策』の実施に必要となる年間の税負担額を，

表３で示めされる３通りのパターンでランダムに提示した。この際に Hanemann et al.（１９９１）で

提示された方法に従い，税額の支払に賛成すればより高い税額を提示し，反対すればより低い税額

を提示する２肢２段階の形式での質問が行われた。最初に仮想的政策に反対した人数，３通りある

各提示パターンが示された人数は表３の中に示されている。
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図３ 提示額パターン

�．推定

�．１ 推定方法

本研究では仮想評価法（CVM）により『仮想的政策』に対する支払意志額の推定を行う。本研

究では Cameron and James（１９８７）にしたがい各個人の『仮想的政策』に対する支払意志額

（WTP）を次のように定式化８）する。

ここで iは個人を表すインデックス，添え字の γはパラメータベクトル（行ベクトル），zi は個人属

性ベクトル（列ベクトル）である。本研究ではこの個人属性には「性別」，「年齢」，「自宅から知床

国立公園までの距離」，「昨年１年間での知床国立公園の訪問回数」を採用した。また εi は平均０，

分散 σ2 の正規分布にしたがう誤差項である。

本研究ではアンケート調査によって回答者に対して，知床国立井公園への５０年間のレクリエー

ション目的での立入禁止と公園内の特別保護区拡充とで構成される『仮想的政策』の実施に対する

賛否をたずねた。ここでアンケート回答者の個人 iが『仮想的政策』自体に反対した場合に１，他

の場合に０となるダミー変数を dni とする。

その後に『仮想的政策』に賛意を示した回答者に対してのみ政策実施のための年間負担額が提示

され，その負担に賛否が問われた。さらに本研究では Hanemann et al.（１９９１）にしたがい，初回

提示額に賛成した回答者にはより高額な負担額が，反対した回答者にはより低額な負担額が提示さ

れ，その２回目の提示額に対する賛否も問われた。この２肢２段階の質問形式における提示額は表３

で示されている。

ここで『仮想的政策』自体には賛成した場合において，初回提示額 t1i に賛成した上でより高額

の２回目の提示額 tui にも賛成することを示すダミー変数を dyyyi，初回提示額に賛成したがより高額

の２回目の提示額には反対することを示すダミー変数を dyyni，初回提示額に反対したがより低額の

２回目の提示額 tLi には賛成することを示すダミー変数を dynyi，初回提示額に反対した上でより低額

の２回目の提示額 tLi にも反対したことを示すダミー変数を dynni とする。このとき本研究の CVM 調

査の提示額パターンの構造は図３で表現される。

８）Haab and McConnell（２００２）ではWTP zi i i exp( )  という定式化も示されているが，本研究では WTP
が負となる可能性を考慮するために線形の関数型を選択した。
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パラメータ（変数名） 推定結果 t値
σ ５８０８．７ ２６．０５２ ***

γ0（定数項） －１５７６．１ －４．６６６１ ***

γ1（性別） １０６５．３ ２．３７８１ **

γ2（年齢） ２８．８２３ １．９７９０ **

γ3（知床までの距離） ４．０３２２ １．２６３１

γ4（知床への年間訪問回数） －２９．８９５ ０．１７７０６

log L －１２３１．１

N ８０９

表４ 推定結果

注）***－１％ 有意水準，**－５％ 有意水準，*－１０％ 有意水準。

ここで dni，dyyyi，dyyni，dynyi，dynni が１となる確率をそれぞれ Pni，Pyyyi，Pyyni，Pynyi，Pynni とすると，そ

れらを用いて本研究の CVM 調査における対数尤度関数９）は次のように書き表すことができる。

ここで Φは標準正規分布の累積密度関数を表す。この対数尤度関数を最大化する γと σ の値を最

尤推定値として求めることができる。

�．２ 推定結果

本研究では先述した対数尤度関数を最尤法で推定１０）することにより σ と γの推定を行った。本研

究の推定では Zi には，『仮想的政策』への支払意志額に影響を与える可能性がある個人属性として

「性別」，「年齢」，「知床までの距離」，「知床への年間訪問回数」を採用した。その推定の結果は表

４に示されている。

表４の推定結果は「性別」と「年齢」が有意に正に推定されたことを示している。このことは男

性である個人，年齢がより高い個人が『仮想的政策』に対する支払意志額がより高いことを意味し

ている。一方で，知床国立公園までの「距離」と２０１２年１年間の「訪問回数」は有意に推定され

なかった。このことは『仮想的政策』の当該地域までの距離と訪問回数はその政策への支払意志額

に影響を与えていないことを示唆している。

�．３ 支払意志額の計測

次に知床国立公園での『仮想的政策』に対する支払意志額をもとめる。支払意志額（WTP）の

９）Pni，Pyyyi，Pyyni，Pynyi，Pynni の導出は巻末の付録で示さている。
１０）本研究ではパラメータ推定，支払意志額計測には Ox.version 6.20（Doonik and Ooms（２００６））が用いら

れた。
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支払意志額（円／年） １００７．０

９５％ 信頼区間（円／年） ［５６０．９， １４４８．９］

表５ 年間支払意志額と信頼区間

期待値と中央値（Median）は次式１１）で定義することができる。

この式中の γに表 4 で推定されたパラメータ を用いたところ，『仮想的政策』への年間支払意志

額の値は１，００７円となった。さらに Krinsky and Robb（１９８６）によって提示された方法１２）によ

り，この支払意志額の９５％ 信頼区間を求めた。その信頼区間は表５で示されている。

ここで支払意志額は『仮想的政策』によって知床国立公園が閉鎖されることによる不便益と，そ

の状況下で公園内の特別保護地区が拡充されることの便益を総計した評価額であると見なすことが

できる。表５はその支払意志額が正に推定され，なおかつ９５％ 信頼区間内には０が含まれていな

い。この結果はレクリエーション利用の規制と自然環境保全で構成される『仮想的政策』に対する

支払意志額は次式のとおり有意に正であることを意味している。

このことは言い換えれば，知床国立公園が閉鎖された状況での公園内の自然環境の保全の便益

が，公園閉鎖の不便益を上回る程十分に大きい正の値を持っていると考えることができる。そのた

めこの CVM による支払意志額の推定結果は知床国立公園での『仮想的政策』による自然環境保全

に対して，レクリエーション利用価値の喪失の大きさ以上の非利用価値を認めていることを意味し

ている。

�．結論と展望

近年，自然公園等のレクリエーション・サイトの分析には KT 等の顕示選好法の適用が進んでい

る。しかし一般に顕示選好法は弱補完性の成立を前提としているために，非利用価値を導出するこ

とは困難である。顕示選好法である KT も効用関数の特定化とパラメータの推定結果によっては，

サイトの環境質変化に関する非利用価値を計測されることが示唆されている一方で，Herriges et

al.（２００４）により顕示選好データのみから非利用価値を導き出すことの脆弱性が示されている。

しかし環境経済学の多くの文献では世界遺産，生物多様性，独自の生態系，景観等は『非利用価

値』を持ちうると述べられている。そこで本研究では道東地域をフィールド・サイトとし，表明選

好法である CVM を用いて自然公園の非利用価値の存在の有無を明らかにすることを試みた。本研

究では CVM 調査によって道東地域の住民に，知床国立公園のレクリエーション利用が不可能な状

況で，その自然環境を保全する政策に対する支払意志額の計測を行った。その分析結果は，地域住

１１）WTP zi i   であるため，WTPの期待値と中央値は一致する。
１２）本研究の Krinsky and Robb’s procedureでは，パラメータの分散共分散行列からパラメータを１００，０００

回乱数発生させ，各回で支払意志額の中央値を算出し，その大きさの上位２，５００番目と下位２，５００番の数値
から９５％ 信頼区間を算出した。
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民はそのような状況でもその自然環境の保全に対して支払意志を持っていることを明らかにした。

この結果は知床国立公園等の自然公園の保全は，その訪問・利用が比較的容易でそこに対して一定

程度の利用価値を持つ近隣住民にとっても，その利用価値の損失を上回るだけの非利用価値の向上

をもたらすことを示している。このことは自然公園等の豊かな自然環境を持つサイトに関しては，

通常の顕示選好法が前提とする弱補完性が成立しないことを意味している。

本研究の結果は自然公園等を対象とした環境評価では，その評価に非利用価値を考慮することの

必要性を提示しているといえる。そのため今後の環境評価研究の展望としては，最新の顕示選好手

法である KT を CVM 等の表明選好法と結合させた上で，自然公園等のレクリエーション・サイト

の分析に適用していくことが重要であると考えられる。それにより明確な理論的背景を持つ KT に

弱補完性の緩和という現実的な仮定を加えることによって，より的確な自然環境の価値評価が可能

となるであろう。
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付録

本研究では知床国立公園への５０年間のレクリエーション目的での立入禁止と公園内の特別保護

区拡充とで構成される『仮想的政策』に対する賛否をたずねるアンケート調査を実施した。このア

ンケートに対する回答者の回答パターンは，図３が示すように５通り存在する。ここでは各回答パ

ターン後の確率の導出を示す。

１．dni=1の場合

ある回答者が『仮想的政策』自体に反対の意を示した場合は，その回答者の『仮想的政策』に対

する支払意志額（WTP）は負であると解釈することができる。これは次式で表される。

この確率を Pni とすると，WTPi の定式化より Pni は正規分布の対称性より次のように書き直すこと

ができる。

ここで標準正規分布にしがたう確率変数 ηi と標準正規分布の累積密度関数 Φを用いて，この確率

を次のように表すことができる。

２．dyyyi=1の場合

次に個人 iが『仮想的政策』に賛成し，この政策の実現のために初回提示額 t1i の負担に賛成した

上で，より高額な２回目の提示額 tUi にも賛成する場合を考える。この場合では『仮想的政策』に

対する支払意志額は正であり，その大きさは初回提示額だけでなく，２回目の提示額すら上回って

いる。そのため dyyyi=1が実現する確率を Pyyyi とすると，それは次のように書くことができる。

ここで ε1i，ε2i はそれぞれ初回の提示額と２回目の提示額での誤差項である。この同時確率は

Bayes’s rule から次式のように書き直される。

本研究では Hanemann et al.（１９９１）の Interval Data Model にしたがい，推定の簡便化のために

各質問段階での誤差項 ε0i，ε1i，ε2i は同一の値を εi をとると仮定する。このとき tUi>t1i>0であるの

で，γzi+εi>t1i かつ γzi+εi>tUi の条件下で γzi+εi>t0i となる確率と，γzi+εi>tUi という条件下で γzi+εi>t1i とな

る確率はいずれも１なので，Pyyyi は次のように書き直される。
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３．dyyni=1の場合

次に個人 iが仮想的政策に賛成し，初回提示額 t1i の負担に賛成した上でより高額な２回目の提示

額 tUi には反対する場合を考える。この確率 Pyyni は次のように表される。

この同時確率は次のように書き直すことができる。

このとき tUi>t1i>0であるので，t1i<γzi+εi<tUi という条件下で γzi+εi>0となる確率は 1なので，Pyyyi は次

のように書くことができる。

４．dynyi=1の場合

さらに個人 iが仮想的政策に賛成し，初回提示額 t1i の負担に反対したが，より低額な２回目の提

示額 tLi には賛成する確率を考える。この確率 Pynyi は次のように表される。

この同時確率は t1i>tLi>0であることから，Pyyni の場合と同様に次のように書き直すことができる。

５．dynni=1の場合

最後に個人 iが仮想的政策に賛成し，初回提示額 t1i の負担に反対し，さらにより低額な２回目の

提示額 tLi にも反対するこの確率 Pynni は次のように表される。

この同時確率はこれまでと同様に次のように書き直すことができる。
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